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事
業
概
要

事業内容
（手段、手法など）

●市役所本庁舎及び健康福祉センターにリースにてEVを導入。
・令和4年度に市役所本庁舎2台、令和5年度に健康福祉センター2台配置し、公用利用するとともに
公用時間外（市役所本庁舎は平日午後7時～翌日午前7時と土日祝日、健康福祉センターは土日祝
日）に市民等とのシェアリングを実施している。（EV4台の年間リース料：6,709,560円）
・シェアリング事業によるEVシェアリング料金については、入間ガス株式会社の収益となる。
●市役所本庁舎及び健康福祉センターに太陽光発電システムを設置。
・発電した電力（発電容量　市役所本庁舎立体駐車場屋上：73.72kW 、市役所本庁舎正面玄関前：
5.752kW、健康福祉センター：68.472kW）をEVに供給。一部余剰電力を建物に供給。市役所本庁舎立
体駐車場屋上及び健康福祉センター屋上にはPPA手法にて設置し、太陽光発電システム本体及び工事
費を電気使用料と併せて20年間事業者へ支払う。（電力単価　市役所本庁舎立体駐車場屋上：16.43
円/kWh、健康福祉センター屋上：20円/kWh）また、市役所本庁舎正面玄関は、リースにて設置し
た。（リース料はEVリース料に内包。）
●災害等による停電時には、EVを避難施設や防災拠点に派遣することで地域の防災レジリエンス強
化に寄与する。

コ
ス
ト

財源

内訳

実施の背景

令和３年２月に近隣４市とともに「ゼロカーボンシティ共同宣言」を表明し、2050年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロを目指すための取組を進めていくこととなった。しかし、市役所本庁舎に配置
された公用車はほとんどがガソリン車であり、導入されてから最長で30年程度経過した車両もあっ
た。そのため、公用車をEVに刷新することとあわせて公用時間外で市民とのシェアリングを行うこ
とで、二酸化炭素排出量の削減と市民等とのシェアリング実施を通じた環境配慮への意識啓発を図
ることとなった。

目　的
（何のために）

EVの公用利用における二酸化炭素排出量の削減及びシェアリングによる市民等への脱炭素や地球温
暖化対策についての意識啓発を図ることと併せて地域の防災レジリエンス強化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

自動車運転免許証を保有する市民、観光客及び事業者

実施方法

関連事業
（同一目的事業等）

●管財課のEV導入による公用車刷新

事
業
費

事業費内訳
（2023年度分）

●EVリース料（令和4年度導入2台、令和5年度導入2台分）：4,195,180円
●V2Hシステム、普通充電器本体及び設置工事費：4,810,300円
●市役所本庁舎正面玄関前に配置したEV充電用の電力：119,226円

人
件
費

国県支出金

その他特財

財源合計 17,297 千円 14,655 千円 12,057 千円 5,530 千円

一般財源 12,473 千円 10,678 千円 12,057 千円 5,530 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他特財の内容

地方債 3,135 千円 1,900 千円 0 千円 0 千円

1,689 千円 2,077 千円 0 千円 0 千円

国県支出金の内容
【2023・2024年度】二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金(2022年度は補正予算)
　※2024年度の同補助金額ついては、埼玉県のスーパーシティー補助金と経産省CEV補助金を充当する想定

総事業費 17,297 千円 14,655 千円 12,057 千円 5,530 千円

千円

人件費合計 0.5 人 3,950 千円 0.7 人 5,530 千円 1 人 7,900 千円 0.7 人 5,530 千円

1 人 7,900 千円 0.7 人 5,530 千円

臨時職員等 0 人 0 千円 0 人 0 千円 0 人 0 千円 0 人 0

担当正職員 0.5 人 3,950 千円 0.7 人 5,530 千円

事業費合計 13,347 千円 9,125 千円 4,157 千円 0 千円

事業内容

2024 年度（予算） 2023 年度(決算) 2022 年度(決算) 2021 年度(決算)

対象者数（全住民に対する割合）

95,182 人 65 ％

□直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：入間市ＥＶ活用ゼロカーボン推進チーム）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

上位施策事業名 入間市EV活用再生可能エネルギーマネジメント事業 担当局・部名 環境経済部

根拠法令等 入間市地球温暖化対策実行計画、ゼロカーボンシティ共同宣言 担当課･担当名 エコ・クリーン政策課ゼロカーボン・資源循環担当

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 石見　彩

2024 年度

事業シート
事業名 入間市EV活用再生可能エネルギーマネジメント事業 事業開始年度 令和４年度

ここから成果指標を導きます。



2024 年度

事業シート
事業名 入間市EV活用再生可能エネルギーマネジメント事業 事業開始年度 令和４年度

活動実績

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

●EVの利用（公用・市民）により、車両走行における二酸化炭素排出量を削減する。
●EVに電力を供給するために、太陽光発電設備を導入し、更に二酸化炭素排出量を削減する。
●EVシェアリングの利用により、EVの日常利用やEV購入のきっかけになる。また、市のEVをシェア
リングすることで脱炭素や地球温暖化対策についての意識啓発を図る。
●災害時にＥＶを移動可能な蓄電池として利用し、避難所や防災拠点に電力を供給することができ
るようになる。

成果
（目標達成状況）

課題

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

●神奈川県小田原市
　 公共施設にEVを導入し、5台（日産サクラ）を公用時間外に市民や観光客等とシェアリングし
　 ている。
●神奈川県横須賀市
　 市庁舎にEV2台（日産リーフ・サクラ）を導入し、公用時間外に市民や観光客等とシェアリング
している。

特記事項

評価の内容

●公用及び市民等のシェアリングでのEV利用による二酸化炭素排出削減量は、令和5年2月から令和6
年5月末時点合計12,840.6kg-CO（約12.8t）である。この削減量は、「入間市地球温暖化対策実行計
画」で掲げる、市の事務事業におけるEV利用による2030年度二酸化炭素排出削減量41t-CO₂の1/4以
上であり、一定の効果をあげている。
●市民等によるEVシェアリングの件数は、令和5年2月から令和6年5月末時点で合計235件となってお
り、一カ月あたリ平均14回利用されている。
●市役所本庁舎立体駐車場、市役所本庁舎正面玄関前及び健康福祉センター屋上に設置した太陽光
発電システムにより、令和5年2月から令和6年5月末時点で合計59128.16kg-CO₂（約59ｔ）を削減で
きた。この数値は、市の事務事業における太陽光発電設備導入による2030年度の二酸化炭素排出削
減量1,332t-CO₂の1/20ほどであるが、今後、公共施設に設置していく太陽光発電発電システムによ
る二酸化炭素排出削減量と合算することで、目標値の達成を目指すための要素の一つとなる。

2023年度

市役所本庁舎に配置したEVのシェアリング件数は、140件であった。この件数をさらに増加させるた
め、EV利用の利便性などをPRする方策について検討しで、市民等による利用を促進し、地球温暖化
に対する意識醸成を図っていく必要がある。

2024年度
健康福祉センターに配置したEVのシェアリング件数が運用開始となった令和6年3月から令和6年5月
末時点で7件にとどまっている。そのため、市民等による利用件数の増加に向け、EV利用の利便性な
どをPRする方策について検討することが課題である。

今後の予定

今後の新規でのEV配置は、令和6年度中に藤沢地区センターに1台導入することを予定しており、そ
れ以降の導入計画未定。
また、導入済みのEV（市役所本庁舎2台、健康福祉センター2台）は、市及び入間ガス株式会社が国
庫補助金等を受けて導入した車両であり、補助金の交付規定に基づき、リース期間である5年間、公
用利用及び市民等とシェアリングを実施する。5年間における利用実績や二酸化炭素排出量削減効果
といった需要や事業成果を受け、以降のEVのリースやシェアリング実施の継続について精査してい
く。

事
業
実
績

シェアリングの利用件数 件 142 37 /

自己評価 廃止・凍結 国・県・広域 要改善 ☑ 現行通り・拡充

ＥＶ利用（公用・市民等）による二酸化炭素排出量
削減効果

kg-CO₂ 1,928 268 /

太陽光発電設備の設置に伴う二酸化炭素排出量削減
効果

kg-CO₂ 45,312 6,280 /

単位当たりコスト 総事業費 ／ 台数 千円 3,664 6,029 ―

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 2023 年度 2022 年度 2021 年度

回 /

/ / /

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2023 年度 2022 年度 2021 年度

EVの導入台数（累計） 台 4 2 /

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。


